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対策実装研究アクション 1：ハイリスクドライバーの把握と対策 
 

研究分担者 石井賢治 公益財団法人大原記念労働科学研究所・主任研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】医療の知識がなくとも定期健康診断結果から対応を可能とする手引きを活用するにあ

たって課題となっている健診結果の取り扱いについて、本アクションを取る上で関連するステー

クホルダーを中心にその実態を調査し、アクションのために必要な要件について整理すること

を目的とした。 

【方法】令和 3・4 年度の脳心認定事案について、トラックドライバー事案の健診受診状況、所

見、健診後の再検査や病院受診等のフォローアップの状況について整理した。アクションに関

連するステークホルダーであるトラック業界団体、運輸事業者、健診事業者、産業保健サービ

ス事業者、健康保険事業者・組合等とハイリスクドライバーの健診後フォローアップの取組みに

関して意見交換し、良好事例を調査した。 

【結果】トラックドライバー事案 100 件のうち、健診の受診状況は 88 件で確認された。血圧ある

いは血糖に関連する健診項目で要治療と判定された記載があるものは 70 件あった。うち 35 件

は、健診後の病院受診が確認できないなど未治療あるいは治療が中断されていた。治療状

況・受診歴が不明な事案が 5 件あった。健診後のフォローアップを早期に実現しているいくつ

かの良好事例では、ステークホルダー間での健診結果の共有が速やかに行われていること、

健診機関や健康保険事業者・組合が産業保健サービスと積極的にコラボヘルスを実現してい

ることが分かった。 

【考察】過労死等の防止のためには、健診の受診及び受診後のフォローアップの実施が重要

であると示唆された。本アクションの観点がパーソナルヘルスレコード（PHR）の利活用にも取り

込まれることが望ましい。 

【この研究から分かったこと】過労死等の防止のためには、健診の受診及び受診後のフォロー

アップの実施が重要である。健診後の速やかなフォローアップには、ステークホルダー間の健

診結果の共有がポイントとなる。 

【キーワード】ハイリスクドライバー、定期健康診断、フォローアップ 
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Ａ．目的 

日本標準産業分類に基づく業種「運輸業,

郵便業」は、脳・心臓疾患事案、精神障害事

案とも他業種と比べて労災請求、支給決定件

数の多い業種となっている 1),2)。2010 年度から

2025 年度まで 15 年間に渡って、脳・心臓疾患

の全事案のうち「運輸業, 郵便業」は全体の約

3 割を占め続けている 2)。「運輸業, 郵便業」

のなかでも貨物取り扱い事業等に従事する自

動車運転従事者（トラックドライバー）の高齢化

は進んでおり 3)、高血圧症や糖尿病等の脳・心

臓疾患の基礎疾患を有する健康管理に特に
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留意すべきハイリスク者が多く、対応が必要で

ある 4)。そこで、事業者がハイリスクドライバーを

速やかに把握し対策を取ることを本アクション

とし、医療の知識がなくとも定期健康診断（以

下「健診」という。）の結果から対応を可能とす

るツール（図 1、以下「手引き」という。）を作成

し、業界団体を通じて配布を行った。しかしな

がらこれまでに、手引きを用いる上で、特に健

診結果の取り扱いに課題が多くあることが分か

った 5)。そこで今年度は、本アクションを取る上

で関連するステークホルダーを中心にその実

態を調査し、アクションのために必要な要件に

ついて整理することを目的とした。 

 

Ｂ．方法 

1. 脳・心臓疾患によるトラックドライバー認定

事案のフォローアップ状況 

令和 3・4 年度の脳・心臓疾患による認定事

案について、運輸・郵便業かつ輸送・機械運

転従事者に分類される事案を抽出し、トラック

ドライバー事案の健診受診状況、所見の状況

を整理した。所見は手引きのハイリスク基準に

準じ、血圧もしくは血糖に関連する健診項目を

対象として、要治療と判定された記載のあるも

のをハイリスクドライバーとした。ハイリスクとさ

れたドライバーについては、さらに労災調査復

命書の記述から健診後に再検査や病院の受

診状況、継続的な治療の有無について整理し

た。 

2. 健診結果の取り扱いに関するステークホル

ダーの意識調査 

本アクションに関連するステークホルダーを

図 2 に示す。本年度は、トラック業界団体、運

輸事業者、健診事業者、産業保健サービス事

業者、健康保険事業者・組合等とハイリスクド

ライバーの健診後フォローアップの取組みに

関して意見交換し、良好事例を調査した。 

 

 
図 1 脳・心臓疾患ハイリスクドライバー把握

のための手引き 

 

 

 
図 2 健診結果を取り巻くステークホルダーの関係性 
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Ｃ．結果 

1. 脳・心臓疾患によるトラックドライバー認定

事案のフォローアップ状況 

令和 3・4 年度の脳・心臓疾患による認定事

案について、運輸・郵便業かつ輸送・機械運

転従事者に分類される事案は 103 件であった。

うちトラックドライバー以外の事案を除き、トラッ

クドライバーに該当する事案は 100 件であった。

健診受診とフォローアップの状況を図3に示す。

ドライバー事案 100 件のうち、健診受診は 88

件で確認された。うち、血圧あるいは血糖に関

連する健診項目で要治療と判定された記載が

あるものは 70 件あった。ハイリスクドライバー70

件のうち 35 件は、健診後に病院を受診してい

ない、受診歴が確認できない、一度の受診と

薬処方後に通院や治療が行われず中断した、

等との記載があり、健診後の医療のフォローア

ップが入っていなかった。また、治療状況・受

診歴が不明な事案は 5 件であった。 

 

2. 健診結果の取り扱いに関するステークホル

ダーの意識調査 

健診後のフォローアップを早期に実現して

いるいくつかの良好事例が確認された。1 つに

は、業界団体の事業として、産業保健サービ

スが事業者、場合によっては健診機関から直

接健診結果を受け取り、保健師等がドライバ

ーへの介入や病院受診勧奨を速やかに行っ

ていた。また、健康保険組合が産業保健サー

ビスを担うことで、健診当日からハイリスク者へ

の受診勧奨を可能とする仕組みを構築してい

る事例 6)があった。また、健診機関や健康保険

事業者・組合が産業保健サービスを担う、もし

くは積極的に産業保健サービスと連携する事

例が多かった。一方、健康保険事業者・組合

の中には、直接ドライバーとの関係をもつ地域

組織と、事業を企画する全国組織との間の連

携に時間を要する例があった。いずれの良好

事例も、運輸事業者とドライバー間の健診情

報の共有を早期に行えている例であった。 

 

 

 
図 3 健診受診とフォローアップの状況 

 

Ｄ．考察 

本アクションで手引きを試用した 2 地域 34

運輸事業者の取組みでは、全ドライバー1,293

名のうち健診受診割合は 99%、うちハイリスクド

ライバーは 1 割強であった 7)。また、ハイリスク

ドライバーのうち病院未受診は約 4 割であった
7)。この結果はトラックドライバー全体の実態を

捉えたものではないが、過労死等脳心事案の

それぞれと比較すると、脳心事案では健診受

診割合が 1 割程度不足していること、ハイリス

クドライバーが圧倒的に多いこと、また健診受

診後のフォローアップが不十分であることが示

唆された。基本的なことではあるが、過労死等

の防止のために、健診の受診及び受診後のフ

ォローアップの実施が重要であると言える。 

健診後の病院受診等医療の介入は、速や

かに行われることが予後を良好にする 8)。ステ

ークホルダーを対象とした調査により、それを

実現するためには、健診結果を速やかに共有

できることがポイントであった。この解決策とし

て、例えばパーソナルヘルスレコード（以下

「PHR」という。）の利活用が考えられる。PHR

に関する議論は、個人と医療等の連携が優先

されており、個人が勤める企業は枠組みの中

に含まれていない。産業現場におけるニーズ

も考慮し、セキュリティの担保に配慮しながらも、

健診情報を必要な組織で共有し、速やかにフ

ォローに繋げる視点が議論に取り込まれること

が望ましい。 

 

Ｅ．結論 

過労死等脳心事案の分析から、過労死等
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防止のために、定期健康診断の受診と、受診

後のフォローアップの重要性があらためて示さ

れた。また、ハイリスクトラックドライバーを運輸

事業者が把握し対策を取る上で、ステークホ

ルダー間で健診結果を速やかに共有できる事

例が良好事例として確認された。今後は、これ

らを実現する仕組みの要件を整理することが

必要である。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 
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なし 
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